
宮城県農業生産工程管理推進事業交付金交付要綱 
 

 （趣旨） 

第１ 県は，農業生産工程管理推進事業交付金（以下「交付金」という。）の交付につ 

いては，農業生産工程管理推進事業交付金実施要綱（平成３０年４月１日付け２９生 

産第２３４７号農林水産事務次官依命通知。以下「国実施要綱」という。），農業生 

産工程管理推進事業交付金交付要綱（平成３０年４月１日付け２９生産第２３５１号 

農林水産事務次官依命通知。以下「国交付要綱」という。）及び農業生産工程管理推 

進事業交付金実施要領（平成３０年４月１日付け２９生産第２３５２号農林水産省生 

産局長通知。以下「国実施要領」という。）に基づき，ＧＡＰ指導体制の構築及びＧ 

ＡＰ認証の取得拡大の取組を支援するための経費について，事業実施主体に対し，予 

算の範囲内において交付金を交付するものとし，その交付等に関しては，補助金等交 

付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）及び宮城県農業生 

産工程管理推進事業交付金実施要領（平成３０年５月１６日施行。以下「県実施要領」 

という。）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

 

（交付対象等） 

第２ 交付対象事業メニュー及びこれに対する交付率等は、別表に定めるところによる。 

 

（交付の申請） 

第３ 本事業を実施しようとする者は，県実施要領第３及び第４の規定により事業実施 

計画書の承認を受けた後，交付の申請をするものとする。 

２ 規則第３条第１項の規定による交付金交付申請書の様式は，別記様式第１号による 

ものとし，その提出期限は，知事が別に定める日とする。 

３ 前項の交付金交付申請書を提出しようとする者は，当該交付金に係る消費税及び地

方消費税仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額

のうち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地

方消費税額との合計額に充当率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は，

これを減額して申請しなければならない。ただし，申請時において当該消費税及び地

方消費税仕入控除税額が明らかでない場合にあっては，この限りでない。   

４ 規則第３条第２項の規定により交付金交付申請書に添付しなければならない書類 

は，次のとおりとする。 

  （１）事業実施計画書 

  （２）収支予算書 

  （３）その他知事が必要と認める書類 

 

 （交付の決定） 

第４ 知事は，第３の規定による交付申請書の提出を受けたときは，内容を審査して規 

則第４条に基づき，予算の範囲内で交付額の決定を行い，申請者に対しその旨を通知

するものとする。 

２ 知事は，前項による交付の決定を行うに当たっては，第３第２項により本交付金に 

 係る消費税等仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては，こ 

 れを審査し，適当と認めたときは，当該消費税等仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 知事は，第３第２項のただし書による交付の申請がなされたものについては，本交

付金に係る消費税等仕入控除税額について，交付金の額の確定において減額を行うこ



ととし，その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

 （交付の条件） 

第５ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

 （１）事業計画の内容の変更又は事業に要する経費の配分の変更をする場合において

は，別記様式第２号により知事の承認を受けること。ただし，別表の重要な変更

の欄に掲げる以外の軽微な変更にあっては，この限りでない。 

 （２）事業を中止し，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の承

認を受けること。 

 （３）事業が予定期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には，

速やかに，別記様式第４号により知事に報告してその指示を受けること。 

 

（交付の取下げ） 

第６ 交付金の交付の申請をした者は，第４の規定による通知を受領した場合において， 

当該通知に係る交付金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるとき 

は，当該通知を受けた日から１５日以内に，申請を取り下げることができる。 

 ただし，知事が特に必要と認める場合は，この期間を短縮し，又は延長することが 

ある。 

 

 （状況報告） 

第７ 交付金の交付決定に係る年度の１２月３１日現在において，別記様式第５号によ

り事業遂行状況報告書を作成し，知事に提出しなければならない。 

２ 知事は，前項に定める時期のほか，交付金事業の円滑な執行を図るため必要あると

認めるときは，本交付金事業を行う者（以下「交付金事業者」という。）に対して遂

行状況報告を求めることができる。 

 

 （実績報告） 

第８ 規則第１２条第１項の規定による事業実績報告書の様式は，別記様式第６号によ 

るものとし，交付金事業者は，事業の完了の日から起算して１か月を経過した日又は 

交付の決定のあった年度の３月２０日のいずれか早い日までに，知事に提出しなけれ 

ばならない。 

２ 交付金事業の実施期間内において，県の会計年度が終了したときは，翌年度の４月 

２０日までに第１項に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（交付金の交付方法） 

第９ 本交付金は，規則第１３条の規定により交付すべき交付金の額を確定した後，交 

付するものとする。ただし，知事は，交付金事業の遂行上必要があると認めたときに 

は，概算払をすることができる。 

２ 交付金事業者は，前項ただし書の規定により本交付金の交付を受けようとするとき 

は，別記様式第７号による交付金概算払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第１０ 交付金事業者は，交付金事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により交付 

金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には，別記様式第８号により速やかに 

知事に報告しなければならない。 

２ 知事は，前項の報告があった場合には，当該消費税等仕入控除税額の全額又は一部 

の返還を命ずるものとする。 



 

（書類の提出部数及び経由） 

第１１ この要綱により知事に提出する書類の部数は１部とし，該当する市町村を所管

する県公所長を経由するものとし，県公所長はその写しを保管するものとする。 

 

 （帳簿及び書類の備付け等） 

第１２ 交付金事業者は，当該交付金事業に関する帳簿及び書類を備え付け，これを交 

付事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しなければなら 

ない。 

 

 （その他） 

第１３ 本交付金の交付に関するその他必要な事項は，知事が別に定める。 

 

 

  附 則 

１ この要綱は，平成３０年５月１６日から施行し，平成３０年度予算に係る交付金か 

ら適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，本交付金に係る予算が成立した場合に， 

本交付金にも適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  別 表 

区 分 目 的 
事業のメニュー及びその内

容 
事業実施主体 交 付 率 重要な変更 

 

農業生産工

程管理推進

事業交付金 

 

 

 

 

   

ＧＡＰ認証 

の 取 得 拡

大 

 

 

地域のモデルとなる農業者

等の認証取得の支援 

 

地域のモデルとなる農業

者等が，新規にＧＡＰ認証

を取得するのに当たって必

要な，次に掲げる取組に要

する費用を助成する。 

 ア 認証審査 

 イ 認証取得に係る環境

整備 

 ウ 研修指導の受講 

 

 

 

 

農業者，農事組合法

人（農業協同組合法

（昭和 22 年法律第

132 号）に定める農

事組合法人をいう。

以下同じ。），農事組

合法人以外の農地

所有適格法人（農地

法（昭和 27 年法律

第 229 号）第２条第３

項に規定する法人を

いう。），農業協同組

合，その他農業者の

組織する団体（代表

者の定めがあり，か

つ，組織及び運営に

ついての規約の定

めのある団体に限

る。），その他国実施

要領に定める対象

者 

 

 

 定額 

ただし、

農林水産

省生産局

長が別に定

める場合に

あっては、

別に定める

額とする。 

 

 

１ 交付金の

増 

２ 交付金の

30％を超える

減 

 

 



 別記様式第１号 
 
 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金交付申請書 
 
 

番      号 
年  月  日 

 
 
 宮城県知事     殿 
                                                                 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 
 
 
  ○○年度において，下記のとおり事業を実施したいので，補助金等交付規則第３条の規定

に基づき，宮城県農業生産工程管理推進事業交付金金○○○○○○○円を交付されるよう関

係書類を添えて申請します。 
 

記 
 

１ 事業の目的 
２  事業の内容 

 ３ 添付書類 
 （１）事業実施計画書（別紙１） 
 （２）収支予算書（別紙２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式第２号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業計画変更承認申請書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 

申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，下記のとおり変更したいので，宮城県農業生産

工程管理推進事業交付金交付要綱第５（１）の規定に基づき関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

２ 変更の内容 

 

３ 添付資料 

（１）事業実施計画書（別紙１） 
（２）収支予算書（別紙２） 
 
 

※注 添付様式（別紙１，２）に，変更部分を２段書きとし，変更前を（ ）書きで上段に 

記載する。その他，交付申請書に添付したものから変更があったものに限り添付すること。 

 

 

 

 



別記様式第３号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業中止（廃止）申請書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，下記のとおり中止（廃止）したいので，宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金交付要綱第５（２）の規定に基づき関係書類を添えて申請

します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第４号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業遅延等報告書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，宮城県農業生産工程管理推進事業交付金交付要

綱第５（３）の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業進捗状況 

 

２ これまでに事業に要した経費 

 

３ 遅延又は困難な理由及び原因 

 

４ 今後の措置 

 

５ 事業遂行及び完了の予定 

 

 

 

 

 

 



別記様式第５号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業遂行状況報告書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，宮城県農業生産工程管理推進事業交付金交付要

綱第７の規定に基づき，その遂行状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

 

 

総事業費 

 

事業の遂行状況  

 

 

備考 

○年○月○日までに 

完了したもの 

○年○月○日以降に 

実施するもの 

事業費 

 

出来高 

比率 

事業費 

 

事業完了 

年月日 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

％ 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注 総事業費を記載し，交付金については「うち交付金○○円」と記載する。 
 

 



別記様式第６号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業実績報告書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，下記のとおり実施しましたので，補助金等交付

規則第１２条の規定に基づき，その実績を報告します。 

 

記 

 

１ 宮城県農業生産工程管理推進事業交付金     金           円 

 

２ 添付書類 

（１）認証書の写し（報告時点で認証書が発行されていない場合はおって提出する。） 
（２）実績報告書（別紙１） 
（３）収支精算書（別紙２） 
（４）支出証拠書類 
（５）その他知事が必要と認める書類 

 

３ 支 払 方 法   口 座 振 込 払 

４ 振  込  先   （金融機関名   支店名） 

（口座種類   口座番号） 

（メイギニン  フリガナ） 

（口座名義人  職，氏名） 

 



別記様式第７号 

 

 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金概算払請求書 

 

 

番      号 
年  月  日 

 

 

宮城県知事  殿 

 

 
申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

 

 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，下記のとおり金    円を概算払によって交

付されるよう請求します。 

 

記 

 

１ 交付決定額  

２ 概算払受領済額 

３ 請求時点における事業の遂行状況 

（１）事業費          円 

（２）出来高比率        ％ 

４ 今回請求額 

５ 残額 

６ 概算払を必要とする理由 

７ 支 払 方 法   口 座 振 込 払 

８ 振  込  先   （金融機関名   支店名） 

（口座種類   口座番号） 

（メイギニン  フリガナ） 

（口座名義人  職，氏名） 

 

 



別記様式第８号 

○○年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金の消費税等仕入控除税額報告書 

番      号 
年  月  日 

宮城県知事  殿 

申請者 所 在 地 
    名  称 
    代表者名            印 

  年  月  日付け宮城県（ ）第   号で交付決定のありました  年度宮城県

農業生産工程管理推進事業交付金について，宮城県農業生産工程管理推進事業交付金交付要

綱第１０の規定に基づき，下記のとおり報告します。 

記 

１ 補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号）第１３条に基づく交付金の確定額 

      金      円 

２ 交付金の確定時に減額した消費税等仕入控除税額 

      金      円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した交付金に係る消費税等仕入控除税額 

      金      円 

４ 交付金返還相当額（３の金額から２の金額を減じて得た額） 

      金      円 

５ 当該交付金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合，その状況を事業実施

主体ごとに記載 

６ 当該交付金に係る消費税等仕入控除税額がない場合，その理由を記載 

 

※注 記載内容の確認のため，以下の資料を添付すること。なお，事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は，全て

の構成員分を添付すること。 

Ą 消費税及び地方消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

・ 消費税及び地方消費税申告書付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

・ ３の金額の積算の内訳 

・ 事業実施主体が消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第６０条第４項に定める法人等である場合，同項に規定する特

定収入の割合を確認できる資料 

・ 免税事業者の場合は，交付金事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写し（税

務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等，売上高を確認できる資料 

・ 新たに設立された法人であって，かつ免税事業者の場合には，設立日，事業年度，事業開始日，事業開始日における資

本金又は出資金の金額が証明できる書類など，免税事業者であることを確認できる資料 

・ 簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は，交付金事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税

務署の収受印等のあるもの） 

・ 事業実施主体が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は，同項に規定する特定収入の割合を確認できる資

料



別紙１（別記様式第１，２，６号関係 ）

第１　事業実施者の概要
１　事業実施者名（及び代表者名）

２　事業実施担当者

フリガナ

氏       名

所属先住所

Ｔ　Ｅ　Ｌ Ｆ　Ａ　Ｘ

Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　　

３　経営概要

　※団体の場合は合計面積

４　取組形態

①１経営体で個別認証を取得

②複数経営体により構成される団体等で団体認証を取得

③複数経営体により構成される団体等で各経営体が個別認証を取得

　※複数経営体による取組にあっては、取組体制を記載（行政やＪＡの支援状況等）

 年度宮城県農業生産工程管理推進事業交付金事業実施（変更）計画書（実績報告書）

ａ

年間販売額

栽培面積（a）

該当するものに〇 取組経営体数

※法人にあっては定款、事業計画、予算概要等添付
すること。

経営体

経営体

教育機関の場合○

万円

〒

１経営体

類型



５　取得するＧＡＰ認証名

青果物 穀物 茶

青果物 穀物 茶

青果物 穀物 茶

６　ＧＡＰ認証の維持及び情報提供に関する同意欄 同意する場合○

第２　事業の内容
１　認証取得の目的（複数可）及び取組内容を補足する資料があれば添付

その他（※認証取得の目的を具体的に記載）

２　事業着手及び事業完了（予定）年月日
着手（予定） 平成 年 月 日
完了（予定） 平成 年 月 日

３　取組内容（取り組むメニュー全てに〇）

新規取得
の確認

（更新・
継続では
ない場合

○）

該当するもの
に○

認証の名称

ＧＬＯＢＡＬ Ｇ.Ａ.Ｐ.

ＡＳＩＡＧＡＰ

ＪＧＡＰ

海外輸出向けの取引要件に対応するため
（具体的な取引先の名称及び認証を必要とする時期を記載（もしくは左記の内
容が判る資料を添付））

国内向けの取引要件に対応するため
（具体的な取引先の名称及び認証を必要とする時期を記載（もしくは左記の内
容が判る資料を添付））

対象作物（基準書）
（該当するものに○）

具体的作物名
（例：トマト，水稲）

（４）分析・調査の実施

（５）認証対応施設の改修資材の導入

本事業に取り組むにあたり、以下の３点について、同意します。

　１．本事業により認証を取得した場合、やむを得ない事情による場合を除き、認証取得後３年間は認証を
       維持すること
　２．第１事業実施者の概要の内容（２事業実施担当者については、所属先住所（市町村名まで）に限る）を、
　　　県から公表される場合があること
　３．認証審査，研修指導の受講にあたり，県職員が立ち会うことを条件として，見積取得や契約を行うこと。

（３）ＩＣＴを活用した情報システムの利用

該当する
ものに〇

※対象作物は、審査を受ける際に適用となる基準書で分類してください。
また、その他の場合は採択基準の「対象品目」には該当しません。

該当する
ものに○

取組予定の詳細、今後の展望等

 Ver.１　 Ver.2

（２）ＧＡＰ認証の取得に係る研修指導の受講

区分

（１）ＧＡＰ認証の取得に必要な審査の受審 〇（必須）

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への食
材供給を希望しているため



第３　事業実施経費（計画）

１　事業内容別の内訳　（該当する項目欄に金額を記載すること。必要に応じ項目、行を追加すること。取組を行わない項目は記載不要。）

（１）ＧＡＰ認証の取得に必要な審査の受審 ※審査会社が発行した見積書を添付すること

認証審査費用，登録費用等

（２）ＧＡＰ認証の取得に係る研修指導の受講

（３）ＩＣＴを活用した情報システムの利用

別添１及び別添１に記載のある書類を添付すること

（４）分析・調査の実施

（５）認証対応施設の改修資材の導入

別添３及び別添３に記載のある書類を添付すること

 
第４　事業実施実績

※その他，領収書，参考資料（記録，写真等）添付すること

　合　　　計

別添２及び別添２に記載のある書類を添付すること

別添２及び別添２に記載のある書類を添付すること

分析費（水質）

小　　　計

現地審査の受審日数を明らかにすること
認証審査費

うち交付金申
請額（円）

備考（経費の内訳）

研修指導費

※研修指導を行う業者が発行した見積書を添付する
こと
　通算で３経営体以上に対しGAP認証の取得支援を行った
実績を証明できる書類（現地指導に限る）を添付すること

小　　　計

研修指導の受講日数を明らかにすること

費
目

現地指導者旅費

費
目

分析費（残留農薬）

費
目

ＩＣＴ機器利用費

分析費（        ）

別添２及び別添２に記載のある書類を添付すること

小　　　計

事　業　内　容
事業実施に要
する費用
（円）

※取組内容に応じて、該当する別添１～３を添付すること

実施内容（具体的な内容・方法） 時期 場所

費
目

改修資材導入費

費
目

審査員旅費

備考

小　　　計

小　　　計

（注）小計欄には各取組事項に要する経費、合計欄には全取組事項に要する経費を記入してください。
　変更及び実績報告の場合は，二段書きで下段に実際に要した費用を記入（計画数値は（　）書きで上段に記入）して
ください。

分析費（土壌）
別添２及び別添２に記載のある書類を添付すること



別添１

〇下記の項目の必要事項を記載すること。

留意点
１　見積書、料金表等のシステム利用料がわかる資料を添付すること。
２　カタログ、パンフレット等を添付すること。
３　交付金申請額は上限額の範囲内とする。

〇　システム名称／メーカー名

〇　システムの選定理由

〇　システム利用料（費用の総額及び内訳（端末数、利用月数）等を記載すること）

〇　うち交付金申請額

円

ＩＣＴシステム選定理由書



別添２

留意点

１　見積書、料金表等、費用がわかる資料を添付すること。

２　交付金申請額は上限額の範囲内とする。

１　残留農薬分析

分析機関名

検体数等の内訳

分析費用額 円

２　土壌分析

分析機関名

検体数等の内訳

分析費用額 円

３　水質分析

分析機関名

検体数等の内訳

分析費用額 円

４　(              )分析

分析機関名

検体数等の内訳

分析費用額 円

５　合計

分析費用額の合計 円

うち交付金申請額 円

分析・調査に係る明細表



別添３

〇下記の項目の必要事項を記載すること。

留意点
１　費用の明細が分かるパンフレット、見積書等を添付すること。
２　設置する場所の位置図及び設置数等がわかる資料を添付すること
３　導入しようとする資材等の詳細（形状、規格等）がわかるカタログ等を添付
　　すること。
４　交付金申請額は上限額の範囲内とする。

〇　導入する改修資材の内容（メーカー、商品名、型番、設置個数等）と導入理由

〇　導入する資材毎の費用及び合計額

〇　交付金申請額

円

認証対応施設の改修資材の導入に係る内訳表



別紙２（別記様式第１，２，６号関係 ）

１　収入の部 単位（円）

区分
本年度予算額
（本年度決算額）

備考

県交付金

自己資金

その他

合計

２　支出の部 単位（円）

区分
本年度予算額
（本年度決算額）

備考

合計

収支予算（精算）書
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